
消費者力パワーアップセミナー２０１２ 
～自立した消費者をめざして～ 

 

近年の規制緩和の拡大，経済のグローバル化の進展，高度情報通信社会の到来は，消費生活に大

きなメリットをもたらした半面，消費者被害に陥るリスクを大幅に増加させています。また，高齢

社会の進展は，経済構造や消費生活に大きな影響を与えています。 

こうした状況の変化に対応するためには，消費者は，自らが自立した主体として適切に判断し，

行動していく力（消費者力）を身に着ける必要があります。 

この度，京都市では，６つのテーマを設定し，「消費者力パワーアップセミナー２０１２」を次

のとおり開催します。多くの皆様の御参加をお待ちしています。 

 

●プログラム（各回とも午前１０時～正午） ※各会場とも，公共交通機関を御利用ください。 

回 日程 場所 テーマ及び講師（敬称略） 

① 
９月３日  

月曜日 

地震に耐え得るすまいを考える         

講師：京都市都市計画局建築安全推進課職員 

京都市すまい耐震支援窓口職員 

② 
９月１０日 

月曜日 

京都市消費生活総合センター

地下鉄烏丸御池駅直結 

（中京区烏丸御池東南角アー

バネックス御池ビル西館４階）
詐欺的な“サクラサイト商法”にご用心    

～怪しいメールの手口を知ろう！～ 

 講師：高橋映次（弁護士） 

③ 
９月１８日 

火曜日 

コープパリティ 

阪急西京極駅 

下車徒歩７分 

（右京区西京極東池田町４２）

悪質商法にまきこまれないために 

～増え続ける悪質商法の新たな手口とは？～ 

講師：加藤進一郎（弁護士） 

④ 
９月２４日 

月曜日 

京都市消費生活総合センター

地下鉄烏丸御池駅直結 

（中京区烏丸御池東南角アー

バネックス御池ビル西館４階）

年金をもっとわかりやすく 

～年金を身近なものとして，もっと知ろう～ 

講師：高原育代 

（京都府金融広報アドバイザー・ファイナンシャルプランナー）

⑤ 

９月 2７日 

木曜日 

【託児有】 

コープ桃山 

京阪・近鉄丹波橋駅 

下車徒歩 5 分 

（伏見区竹中町６０９） 

子育ての環境を安全・快適に 

～子どものまわりに潜む危険・事故～ 

講師：兼田祐子（保育園園長） 

⑥ 
１０月１日 

月曜日 

京都市消費生活総合センター

地下鉄烏丸御池駅直結 

（中京区烏丸御池東南角アー

バネックス御池ビル西館４階）

老後の生活設計とエンディングノート 

～無駄なくトラブルなく老後を過ごすために～ 

講師：村尾法生 

（京都府金融広報アドバイザー・税理士）   

●定員等 各回とも先着５０名 

●受講料 無料 

●主 催 京都市・京都生活協同組合・特定非営利活動法人コンシューマーズ京都(京都消団連) 

●申込み 消費生活や消費者力向上に興味・関心をお持ちの１８歳以上の方であればお申込みい

ただけます。参加希望者は，８月１日（水）から８月２９日（水）までの間に，講座名，

氏名，電話番号及び参加希望日（第５回のみ託児（１歳以上１０歳未満）の希望の有無

（定員１０名））を次の申込先まで御連絡ください。 

なお，申込受付の際は，定員を超えて受講ができない場合のみ，連絡をさせていただ

きます。 

 
申込先  「京都いつでもコール」（京都市市政情報総合案内コールセンター） 午前８時～午後９時【年中無休】 

ＴＥＬ ０７５-６６１-３７５５
み な こ こ

 ＦＡＸ ０７５-６６１-５８５５
ご よ う は こ こ

 

    ※掛け間違いに御注意ください。 

パソコン http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/page/0000012821.html 

携帯電話 http://www.city.kyoto.jp/koho/m/cc/ 



 

あて先：京都いつでもコール 

（京都市市政情報総合案内コールセンター） 

ＦＡＸ：０７５－６６１－５８５５ 

本用紙に必要項目を記入後，ＦＡＸしてください。 

  
  

「「消消費費者者力力パパワワーーアアッッププセセミミナナーー２２００１１２２」」  
FFAAXX用用申申込込用用紙紙  

 

 

次のとおり「消費者力パワーアップセミナー２０１２」へ申し込みます。 

 

ふりがな                  

 

参加者氏名  

 

電話番号 

（連絡先） 

 

参加希望日 

（複数申込可） 

 

第５回（９月２７日

開催）の託児の希望
有【託児を希望する子どもの人数   人】 ・ 無 

 

＊本用紙に記入いただいた個人情報は，「消費者力パワーアップセミナー 

２０１２」に関すること以外に使用することはありません。 
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